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ブルガリア月報【２０１９年３月】 

平成３１年４月 

在ブルガリア日本国大使館 

概観 

【二国間関係】 

・２１－２５日，訪日したザハリエヴァ副首相兼外相は第５回国際女性会議（ＷＡＷ！）にスピー

カーとして出席し，河野外相等との会談を行った。 

【内政・社会】 

・１６日，社会党幹部会においてヨンチェヴァ国民議会議員が欧州議会選挙の社会党候補者名簿の

第一位に指名された。 

・１８日，大統領付属戦略評議会が設立された。

・不当な不動産取引に関する疑惑を背景に，ツヴェタノフＧＥＲＢ院内総務が議員辞職し，ツァチ

ェヴァ法相及び２副大臣が辞任した。 

【外 政】 

・４－５日，メドベージェフ露首相がブルガリアを訪問し，ボリソフ首相，ラデフ大統領等とそれ

ぞれ会談した。 

・２７－２９日，ブルガリアの宗教団体法改定におけるトルコの内政干渉を示唆したチャヴシュオ

ール・トルコ外相の発言に対し，ボリソフ首相及びザハリエヴァ副首相兼外相は抗議した。 

【経 済】

・フィッチ・レイティングス：ブルガリアの信用格付を「ＢＢＢ」，見通しを「安定的」と評価。

・ブルガルトランスガスが２０２５年までのヴァルナ＝ルーマニア国境間の新ガスパイプライン建

設計画を発表。

この月報はブルガリア各種メディアの報道等をとりまとめたものであり，在ブルガリア日本大使館の意見や判断を反映するものではあ

りません。

二国間関係 

◆ザハリエヴァ副首相兼外相の訪日 

２１－２５日，ザハリエヴァ副首相兼外相は訪

日し，第５回国際女性会議（ＷＡＷ！）に出席し

てスピーカーを務め，河野外相，山田外務大臣政

務官，北岡ＪＩＣＡ理事長，小池都知事等との会

談を行った。

各会談では，二国間の政治・経済関係，西バル

カン諸国発展支援のための日・ブルガリア協力，

東京オリンピック等について積極的な意見交換が

行われた。ザハリエヴァ外相は河野外相に対しブ

ルガリア訪問を招請した。また，日・ブルガリア

外務省間協力文書への署名も行われた。

 

内政 

◆選挙改正案への拒否権の否決

６日，国民議会は，選挙法改正案に対するラデ

フ大統領による拒否権を否決した（社会党（ＢＳ

Ｐ）による国民議会審議は継続中）。また，７日，

国民議会の各会派は新たな中央選挙委員会（ＣＥ

Ｃ）の委員候補の指名を行った。 

 

◆欧州議会選挙：ＢＳＰ第一候補者決定

１６日，ＢＳＰ幹部会において，４時間以上の

討議の結果，エレナ・ヨンチェヴァ現国民議会議

員が９５票，セルゲイ・スタニシェフ現欧州議会

議員兼欧州社会党党首が７５票を獲得し，ＢＳＰ

候補者名簿の第一位がヨンチェヴァ国民議会議員
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に決定した。 



◆大統領付戦略評議会設立 

１８日，ラデフ大統領は，大統領付属戦略評議

会の設立を命じた。戦略評議会は大統領に付属し

た諮問機関であり，戦略，立場表明，提言，分析

等に関する文書の作成を目的とする。同評議会議

長はフリストフ大統領府官房長が務める。

その他の戦略評議会メンバーは，大統領府法律

担当秘書官，社会学者，経済学者，外交官，劇作

家・演劇批評家，エネルギー専門家，医師等。



◆ツァチェヴァ法相及び２副大臣の辞任

２３日から２６日にかけて，不当な不動産取引

に関する疑惑（市場価格よりも低価格で住宅を購

入した疑い）を背景に，ツァチェヴァ法相，コレ

ヴァ青年スポーツ副大臣及びパルヴァノフ・エネ

ルギー副大臣が辞任した。 

辞任の背景にある不動産取引問題（アパートメ

ント・ゲート）は，１８日にラジオ・フリー・ヨ

ーロッパのブルガリア版サイトでの報道が発端と

なり，その後多数の当地メディアにより報じられ

ている現職閣僚・国民議会議員とアルテクス社

（注：不動産開発会社）等との不当な不動産取引

に関する疑惑を指す。報道によれば，ツァチェヴ

ァ法相，コレヴァ青年スポーツ副大臣，ツヴェタ

ノフＧＥＲＢ院内総務及びラシドフ国民議会議員

（前文化相）の４名は，２０１６年－２０１８年

の間にアルテクス社が建設した集合住宅を各１戸

購入している。いずれの集合住宅もソフィア市の

高級住宅地に位置する新築の高級アパートメント

であり，名前の挙がっている人物らは市場価格よ

りも低価格で購入したと報じられている。これに

関し，２２日，汚職対策・不法財産没収委員会は，

４件の不動産購入に関する調査を開始した。 



◆ツヴェタノフＧＥＲＢ院内総務の議員辞職

２７日，上記アパートメント・ゲートを背景に，

ツヴェタノフ与党ＧＥＲＢ院内総務がＧＥＲＢ院

内総務及び国民議会議員の職を辞する旨を発表。

ツヴェタノフ氏は辞職の背景について，議員辞職

は道徳的観点から行うものであるとし，他のこれ

までに辞表を提出したＧＥＲＢの大臣及び副大臣

の名前を挙げ，彼らも同様に罪無くして辞職した

ものであると述べ，ボリソフ首相との関係につい

ても強固な信頼関係をアピールし，欧州議会選挙

に際するＧＥＲＢの勝利を確信している等述べた。 



外交 

１．対露関係

◆メドベージェフ露首相のブルガリア訪問 

４－５日，メドベージェフ露首相はブルガリア

を訪問し，ボリソフ首相，ラデフ大統領等と会談

し，ブルガリア・ロシア観光ビジネスフォーラム

に出席した。露代表団は，ゴロジェツ副首相，マ

ントゥロフ産業貿易相はじめ経済・社会系の閣僚

及びエネルギー関連企業の代表から構成された。

ボリソフ首相は会談後の共同会見において，黒

海は軍事紛争の場ではないとし，露に対し交渉の

テーブルに戻るよう呼びかけた。同首相は，ブル

ガス・ノヴォロシスク間のフェリー定期運航開始

及び観光活性化について協議したことを明かした。

会談において，トルコストリームのブルガリア

への延長パイプライン及びベレネ原子力発電所計

画について協議が行われた。ボリソフ首相は，ブ

ルガリアは現在ロシアから来る１４０－１６０億

立法メートルの天然ガスをトルコに輸送している

が，トルコストリームの運用が開始されるとガス

輸送網が干上がってしまうとし，少なくとも同量

の天然ガスの輸送を継続したい意向を示した。

ボリソフ首相は，ＣＯ２排出規制に鑑みて，将

来的な火力発電所の運用継続期間は不透明である

ことから，ベレネ原子力発電所建設の必要性を説

いた。同首相は，ロシア製原子炉２基を１２億レ

ヴァで購入済みであり，同計画にすでに３０億レ

ヴァ以上を投資していると付言した。

メドベージェフ首相は，２０１８年１０月に再

開したブルガリア・ロシア経済・科学技術協力政

府間委員会に大きな期待を寄せた。さらに同首相

は二国間貿易について，対露制裁前は５０億米ド
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ルであったが制裁後は３０億米ドルまで減少して

いるとし，少なくとも２０１２年のレベルに戻し

たいとの意向を表明した。

メドベージェフ首相は，実現しなかったサウ

ス・ストリームの教訓を想起し，トルコストリー

ムの欧州へのパイプライン延長は，欧州委員会が

将来にわたり障害はないと保証した時のみ施工さ

れると断言した。また同首相は，ロシアはベレネ

原子力発電所建設の可能性を考える用意があると

し，ロスアトム社は，ＥＵにおける同様の建設計

画に関する十分な経験があると強調した。



２．対トルコ関係

◆チャヴシュオール・トルコ外相によるブル

ガリアへの内政干渉に関する発言 

２７日，トルコ地方選挙キャンペーンにおいて

チャヴシュオール・トルコ外相が，ブルガリアが

現在改定手続き中の宗教団体法において宗教団体

の権利を制限しようとしているため，ムスリムの

権利保護の観点からアンカラが干渉せざるを得な

かったと発言し，同宗教団体法の改正の背景には

トルコによる介入があった旨を示唆したことから，

トルコによるブルガリアへの内政干渉の有無を巡

りブルガリア・トルコ関係の緊張が高まった。

２８日，ブルガリア・トルコ外相電話会談が実

施され，ザハリエヴァ外相は，ブルガリアは立法

過程における外国からの干渉を許容せず，またそ

のような干渉は確認されなかったと述べた。

２９日，ザハリエヴァ外相はウルソイ駐ブルガ

リア・トルコ大使を外務省に召喚し，チャヴシュ

オール外相の発言について説明を求めた。ウルソ

イ大使はチャヴシュオール外相の発言は，全体の

文脈から一部分だけ抜粋されたものであり，誤っ

て伝えられていると説明した。

２９日，バルカン４か国首脳会合出席のためブ

カレストを訪問していたボリソフ首相は，同会合

に招待されていたオクタイ・トルコ副大統領とチ

ャヴシュオール外相の発言について約５時間協議

した。ボリソフ首相はトルコ側の謝罪を要求した

が，オクタイ副大統領は同意しなかった。オクタ

イ副大統領はウルソイ当地トルコ大使と同様にチ

ャヴシュオール外相の発言は全体の文脈から切り

離され誤って伝えられたものだとの説明を繰り返

し，ボリソフ首相は謝罪を要求し続けたため，両

者の話し合いは平行線のまま終わった。



３．その他二国間関係

◆ラデフ大統領のエジプト訪問 

２５－２７日，ラデフ大統領はエルシーシ・エ

ジプト大統領の招待によりエジプトを訪問し，同

大統領と会談した。今次訪問にはマノレフ経済副

大臣（４月１７日に辞任）及び３０人以上のビジ

ネス代表団が同行し，ブルガリア・エジプト・ビ

ジネスフォーラムが開催された。

両大統領は，両国は組織犯罪，不法移民，過激

化及びテロリズム対策と中東地域安定への努力に

おいて同盟国であるとの意見で一致した。

ラデフ大統領は，エジプトがＡＵ及びアラブ連

盟とＥＵとの対話拡大に貢献していることを高く

評価した。エルシーシ大統領は，エジプトは人身

売買の防止に継続して取組むとし，エジプトの取

組みはこの数か月間，欧州への不法移民の波をせ

き止める効果を発揮しているとした。両大統領は，

国防，安全保障及び軍事教育においても二国間関

係を進展させたいとの意向を表明した。

両大統領は，共通の関心に基づくプロジェクト

の実現を支援するブルガリア・エジプト・ビジネ

ス評議会の創設のような合同委員会の枠組におけ

る取組みについて話し合った。ラデフ大統領は，

２６日に開催されたブルガリア・エジプト・ビジ

ネスフォーラムを二国間関係進展の一歩であると

評価した。同ビジネスフォーラムには，軍事産業，

農業，食品製造業，機械製造業，ハイテク産業及

び観光業から３０以上のブルガリア企業が参加し，

エジプトからも多数のパートナーが参加した。二

国間貿易は年間１０億米ドルに到達している。

エネルギー供給源の多様化及び天然ガスのバル

カン諸国・欧州への輸送も議題に挙がった。ラデ

フ大統領は，ブルガリアはエジプトを含む地中海

のパートナーに関心があるとした。
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◆バシール・レバノン外相のブルガリア訪問 

２９日，バシール・リビア外相はザハリエヴァ

副首相兼外相の招待によりブルガリアを公式訪問

し，外相会談を行った。なお，バシール外相はラ

デフ大統領とも会談した。

外相会談の主要議題は，経済，観光，ブルガリ

ア・リビア直行便就航の可能性，教育，相互投資，

中東情勢及びシリア難民の帰還の可能性について

であった。

ザハリエヴァ外相は，２０１８年の二国間貿易

は前年比２０％増の１億７５００万ドルに達した

とし，両外相はさらなる貿易のポテンシャルがあ

るとの認識で一致した。両外相は，農村経済，観

光，教育及び文化分野のための政府間協力合同委

員会の創設について協議した。さらに両外相は，

１９９６年以降開催されていなかった政務協議を

本年に再開することで合意した。

ザハリエヴァ外相は，両国はエンジニアリング

分野において伝統的に良好な協力関係にあるとし，

同分野の多数のブルガリア企業がリビアで成功し

ているとした。

ザハリエヴァ外相は，レバノン及びシリア周辺

国が数百万人のシリア難民を受け入れていること

に鑑み，支持・支援を受け，敬意を表されるべき

であり，シリア難民が帰還できる状況を作らねば

ならないと述べた。





＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

経済

１．マクロ経済

◆投資庁長官：投資家誘致のための更なるイ

ンセンティヴの導入を検討中

７日付「２４チャーサ」紙に掲載されたインタ

ビューの中で，ヤネフ投資庁長官は，２０１８年

に承認された対ブルガリア直接投資（ＦＤＩ）プ

ロジェクト数は，前年比で３件減の２８件であっ

たが，総額は前年比で約２倍になったと述べた。

昨年は，ドナウ地域のスヴィシュトフ産業パーク

の開発に係る覚書への署名，ブルガリア北西地域

への投資などが特筆に値したほか，プロヴディフ

やディミトロフグラドも引き続き投資先として人

気があると指摘した。

更に同長官は，投資家誘致のための追加的なイ

ンセンティヴが導入され得ると発言。同長官によ

れば，研究開発のための人件費に関連する経費を

企業の財務結果から控除することを認めるという

方向性の法案が検討されているという。また，投

資家が政府からより多くの補助金を受け取れるよ

うにすることや，投資家保護法の対象を拡大する

ことも検討中という。

 

◆政府が年金算出の新規則の見直しに着手

１９日に行われたボリソフ首相と労働組合及び

国家社会保障研究所の代表との会合を受けて，ペ

トコフ労働・社会政策大臣は，２０１９年１月か

らの年金算出規則の改定により受給年金額が減る

ような人が一人も出ないようにするための措置が

とられることになると表明した。

１８日，国家社会保障研究所が，新規則の適用

による影響に関し，年金受給者の３１．１％は現

行額よりも低い金額の年金を受け取ることになる

との分析結果を発表していた。



◆２０１８年Ｑ４のブルガリアの総人件費は

５．１％増

２０日付当地各紙は，ユーロスタットの統計に

よれば，ブルガリアの２０１８年第４四半期の総

人件費は前年同期比で５．１％増加したと報じた。

この増加率は，ＥＵ諸国で１０番目に高い。増加

率が最も高かった国は，ルーマニア（１３．１％），

ラトビア（１１．８％），ポルトガル（１０．３％），

リトアニア（１０．２％），エストニア（８．５％），

ハンガリー（８．１％），チェコ（７．４％）など。

ブルガリアの産業セクター別で見ると，総人件

費の増加率が最も高かったのは，ＩＣＴ（１１．

６％），エネルギー（１１．３％）。他方，人件費

増加の傾向にも関わらず，人件費の時給換算では

ブルガリアは５ユーロ未満とＥＵ諸国内で最も低
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かった。



◆１月の経常収支・資本収支は１６１．８百

万ユーロの黒字

２２日付の中央銀行プレスリリースによれば，

２０１９年１月の経常収支・資本収支は１６１．

８百万ユーロ（ＧＤＰの０．３％）となった。こ

れは前年同期比で３８．６百万ユーロ増。



◆フィッチ・レイティングス：ブルガリアの

信用格付は「ＢＢＢ」，見通しは「安定的」

２５日付当地各紙は，フィッチ・レイティング

スがブルガリアの外貨建て長期債権発行体デフォ

ルト格付（ＩＤＲ）を「ＢＢＢ」と認定し，ブル

ガリアの見通しを「ポジティブ」から「安定的」

に引き上げたと報じた。

また，２０１８年のブルガリアのＧＤＰ成長率

が３．１％だったことを受け，同レイティングス

は，２０１９年から２０年にかけてブルガリアの

経済成長は加速し，成長率は３．３％のレベルに

なると評価しているという。



◆中銀速報：１月のＦＤＩは４２７．５百億

ユーロ減

当地各紙は，中央銀行の速報によれば，２０１

９年１月の対ブルガリア海外直接投資（ＦＤＩ）

は，前年同期比で４２７．５百万ユーロ減となっ

たと報じた。同月のＦＤＩが多かったのは，アイ

ルランド，ルクセンブルグ，オランダだという。



◆首相：「７月のユーロ圏「待合室」への加入

に期待」 

２８日にソフィアで行われたブルガリア・ドイ

ツ経済フォーラムで，ボリソフ首相は，ブルガリ

アは３つの要求を満たさなければならないが，イ

ンフラは発展中であり，投資環境も良好であると

し，７月にユーロ圏の「待合室」と言われるＥＲ

Ｍ２に加われるよう期待すると述べた。





◆欧州委員会評価：「ブルガリアはマクロ経済

的に安定的，財政も健全」 

２８日に欧州委員会から発表された「欧州国別

セメスター２０１９」は，ブルガリア経済につい

て，マクロ経済的には安定的，財政は健全に管理

されているが，更なる改革が必要と評価した。



◆２０１８年末時点のＥＵプログラムの平均

実施率は２８．６％ 

財務省データによれば，ブルガリアにおける２

０１８年末時点のＥＵプログラムの平均実施率は

２８．６％で，ＥＵプログラムに基づき支払われ

た金額は総額３３４９百万ユーロとなった。その

うちの２８００百万ユーロはＥＵからの資金。

これら資金によりブルガリアのＧＤＰは４％増

加，雇用数は６．７％増加した。また，ブルガリ

アは，２０１４年から２０年までの期間で，９９

００百万ユーロの資金をＥＵの各種ファンドから

受け取ることになっている。



◆２０１９年２月の銀行預金額は９．１％増 

国家統計局が発表したデータによれば，２０１

９年２月現在の銀行預金額は７８，７００百万レ

ヴァで，前年同期比で９．１％増加した。そのう

ち，世帯による預金額は５２，０００百万レヴァ。



◆中銀が２０２０年４月からカウンターシク

リカル資本バッファーを１％に引上げ 

２８日，中央銀行理事会は，２０２０年４月１

日からカウンターシクリカル資本バッファーの率

を１％に引き上げることを決定した。中銀は，２

０１８年１０月１日にも同バッファーを０％から

０．５％に引き上げており，今回の引き上げは貸

付抑制措置の第２弾と言える。



２．経済政策，産業

（１）エネルギー関連

◆ドンチェフ副首相：ベレネ原発に近隣国が

関心を表明 

５日放送の国営テレビの番組で，ドンチェフ副
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首相は，いくつかの近隣国がベレネ原発プロジェ

クトへの参加に関心を表明したと述べた。同副首

相によれば，マケドニア及びセルビアは生産され

る電力の購入に，また，モンテネグロは少数株の

取得に関心を示したという。

また，同副首相は，投資家選定手続は本年３月

末までに開始されると発言。さらに，ロシアのロ

スアトムの参加なくしてのベレネ原発プロジェク

トの実施は困難であるが，同プロジェクトに誰が

投資するかは別の問題であると指摘した。なお，

同プロジェクト株の２５～３０％は国が保有する

ことになるという。



◆新主要ガスパイプライン建設の入札を開札 

７日，ブルガルトランスガスは，ブルガリア＝

セルビア国境の北部ガスパイプラインに並行する

新ガスパイプラインの資機材，投資計画，建設及

び試運転のサプライヤーを選定する入札を開札し

た。同ガスパイプラインは，トルコストリームの

一部となり得るとされる。

入札者は３つのコンソーシアムで，その参加社

にはイタリア，ハンガリー，サウジアラビアの企

業が含まれるという。



◆国営電力会社がベレネ原発プロジェクトの

投資家選定手続を開始 

１１日，エネルギー省は，２０１８年６月７日

付国民議会決定及び２０１８年６月２９日付閣僚

評議会決定に従い，国営電力会社（ＮＥＫ）がベ

レネ原発建設プロジェクトの戦略的投資家に対す

る誘致レターを発送したと発表。投資家は，プロ

ジェクト企業の少数株取得及び／又は生産される

電力の購入に対する関心を表明することができる。

申請は，公示がＥＵ機関誌に掲載された日から９

０日間以内に提出可能であり，全過程の終了予定

日は公示日から１２か月後の見込み。

同プロジェクトは，ベレネ市から約４ｋｍのブ

ルガリア北部に２０００メガワット級の原子力発

電所を建設するもので，２基の第３世代型原子炉

（各１０００メガワット）の建設を含む。

国は，用地及び設備の提供，許可・免許等の文

書発給といった非現金アセットによりプロジェク

ト企業に協力するとともに，ＮＥＫを通じて株主

総会の議決阻止権を持つ少数株を保持することに

なる。プロジェクトは，国による長期電力購入契

約や国家補償なしに市場原理に則って実施される

ことになる。



◆水素エネルギーの利用に向け教育省と運輸

省が協力 

１３日，教育科学省は，将来の燃料としての水

素の利用を開始するために同省と運輸・情報通信

省が協力すると発表した。最初の水素エネルギ

ー・ステーションが今後２年間以内に建設される

という。

教育科学省は，再生可能エネルギー技術の加速

的な開発・商業化のためのＥＵ戦略の一環として，

国家科学プログラムＥ－ＰＬＵＳを立ち上げた。

同プログラムの実施により，電気化学セルを持つ

充電バッテリーなど，次世代型電気自動車の充電

のための革新的な方法がもたらされることになる。

政府は，２０１８～２２年期の教育科学省の１１

件の科学プログラムをすでに承認した。



◆ＴＡＰパイプライン等についてボリソフ首

相がアゼルバイジャン大統領と会談 

１４日，ボリソフ首相は，訪問中のバクーで，

アリエフ・アゼルバイジャン大統領とエネルギー

協力について会談した。ボリソフ首相は，両国の

長年の交渉は，２０１９年から２０年にかけて結

実すると強調した。また，同首相は，ギリシャ・

ブルガリア・ガスインターコネクター（ＩＧＢ）

のパイプライン供給・建設の入札が完了したこと，

トランス・アドリア・パイプライン（ＴＡＰ）の

稼働に相乗する形で，ＩＧＢ建設は２０１９年中

旬までに開始され，２０年に完了すること，そう

なればシャー・デニズ・コンソーシアムとの長期

契約に基づき２０２０年時点で年間１０億立法メ

ートルのガスを確保することができると述べた。

「２０２０年以降，シャー・デニズ２からのアゼ
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ルバイジャン産ガスは，ブルガリアの需要の２５

－３０％を満たすことになる。これは大きな割合

である」と同首相は指摘した。



◆マリッツァ・イースト第２火力発電所の２

０１８年損益は３．３億レヴァ 

１４日付当地紙報道によれば，マリッツァ・イ

ースト第２火力発電所の２０１８年の損益は３．

３億レヴァで，同社の債務は総額１２億レヴァと

なった。そのうち１０億レヴァは，同社が親会社

のブルガリア・エネルギー・ホールディング（Ｂ

ＥＨ）から借り入れた金額。

同火力発電所の深刻な財政難に鑑み，ＢＥＨは，

同火力発電所の資本を６億レヴァ増額することを

計画しているという。



◆マリッツァ・イースト第２火力発電所が２

５百万レヴァの当座貸越契約を模索

２１日付「セガ」紙によれば，国営のマリッツ

ァ・イースト第２火力発電所は，担保無しの当座

貸越の形で資金の貸付を行う銀行を探していると

報じた。当座貸付の上限額は２５百万レヴァで，

銀行による申請は２０１９年４月１日まで受け付

けるという。



◆ＣＥＺのブルガリア資産の売却相手として

第３の候補者が浮上 

２０日付「２４チャーサ」紙は，ＣＥＺがブル

ガリア国内に保有する資産の売却について３番目

の潜在的買収者との交渉を開始したとプレスカス

ＣＥＺ副社長が述べたと報じた。第三の交渉相手

の名は明らかにされていないという。

ＣＥＺのブルガリア資産の売却先としては，こ

れまでイナーコム・ブルガリア社とインディア・

パワー社の名が挙がったが，インディアン・パワ

ー社と今回の第三候補は，本年４月に買収額の提

示を行うと予想されているという。

同紙によれば，プレスカス副社長はイナーコ

ム・ブルガリア社による買収の可能性はまだ完全

になくなったわけではないと述べたが，同社には，

反トラスト規制委員会が同社によるＣＥＺ資産の

買収を拒否した問題を解決することが求められて

いる。この問題の審議は，本年５月に行われる予

定。



◆水力発電所が危機に直面と協会が警告 

２１日付当地紙報道によれば，水力発電協会は，

水に関する法律の改正により水力発電所が危機に

直面していると警告を発した。２０１０年の同法

改正により，地方の水管理当局は，水力発電所の

水源が保護地区にある場合，当該発電所による当

該水源の利用許可期間の延長を拒否することがで

きる権利を持つこととなった。改正法の適用対象

は，２０１０年以降に稼働を開始した水力発電所

であるが，同協会によれば，この改正法の適用に

より，今後１３８箇所の中小規模の水力発電所が

閉鎖に追い込まれるという。これら発電所の水源

利用許可の有効期限が次々と迫る中，許可期間の

延長を拒否された例もすでに発生している，今後

２４か月の間に５０箇所の水力発電所の許可期限

が切れてしまうと協会は指摘する。

協会は，ブルガリアでは再生可能エネルギーの

約６５％が水力発電であり，水力発電所はＥＵの

再生可能エネルギーに対するブルガリアのコミッ

トメントにとって不可欠な存在である，さらに国

内の水力発電所の約５０％が民間の発電所である

と指摘する。



◆ブルガルガスが１４４百万立方メートルの

ガス購入の入札を開始 

２２日付当地各紙は，１５日にブルガルガスが

天然ガス供給者の選定に係る入札を公示したと報

じた。報道によれば，同社のパヴロフ社長は，良

いガス価格を得られる好条件が現時点で整ってい

ることが，このタイミングで入札を開始した理由

であると説明している。購入量は１４４百万立方

メートルの由。

他方，一部のメディアは，この公示やパヴロフ

社長の発言について，「ブルガルガスが非ロシア産

ガスを購入する」という趣旨のタイトルで報じ，
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ルーマニアやギリシャから購入する可能性がある

との見方を示している。



◆２０２５年までのヴァルナ＝ルーマニア国

境間の新ガスパイプライン建設を計画 

２７日付「カピタル」紙によれば，ブルガルト

ランスガス社が作成した２０１９年から２８年ま

でのガスネットワーク開発計画案には，ヴァルナ

とルーマニア国境の町オリャホヴォを結ぶ新たな

ガスパイプラインを建設するという計画が含まれ

ている。この新パイプライン建設計画はバルカ

ン・ガスハブ・プロジェクトの一環とされ，２０

２５年までに実現されるという。経費総額は１，

７８０百万ユーロで，資金は同社の自己資金源又

は貸付を想定しているという。

カピタル紙によれば，同パイプラインの容量は，

ヴァルナ付近の入国地点で１５．７５十億立方メ

ートル，ルーマニア国境の出国地点で１２十億立

方メートル。また，同氏は，問題はガス供給源だ

とし，可能性がある唯一の国はやはりロシアであ

ると論じている。



◆シェル社が黒海沖で石油ガス探査採掘を開

始 

２６日，シェル社は，ブルガリア沖約８０ｋｍ

にある黒海のハン・クブラト鉱区（ブルガリア）

で石油とガスの探査採掘を開始したと発表した。

採掘は船で行われており，作業は３～４か月間続

く。さらに，採集したデータ等の解析を約１年間

行うという。



◆第２四半期にガスを０．８３％値上げ 

２８日，エネルギー・水規制委員会は，２０１

９年第２四半期の天然ガスの価格を４５．１７レ

ヴァ／ＭＷｈに更新した。これは，前期比０．８

３％の値上げであるが，２０１８年第４四半期初

めの価格との比較で１８％の上昇。なお，第２四

半期の暖房及び温水価格の値上げは予定されてい

ない。



◆トルコストリームのブルガリア部分の建設

業者の入札内容を公開 

２９日，ブルガルトランスガスは，トルコスト

リーム第２（欧州向け）パイプラインの潜在的な

ブルガリア通過部分の建設に関する入札を開札し

た。最安値を提案したのはＡｒｋａｄというサウ

ジアラビア・イタリア・コンソーシアムで，６１

５日間の場合は１１億ユーロ，２５０日間の場合

は１３億ユーロを提案した。もう一つの入札者は

イタリア・ルクセンブルク・コンソーシアムで，

同社の提案は６１５日間で１６億ユーロ，２５０

日間で２４億ユーロだった。第三の候補者には入

札参加が認められなかったという。



（２）運輸，インフラ

◆ヘムス自動車道路は２０２３年にヴェリ

コ・タルノヴォに到達

７日，アヴラモヴァ地方開発・公共事業大臣は，

ルセ＝ヴェリコ・タルノヴォ高速自動車道路は２

０１９年に起工され，その総工費は５０５百万レ

ヴァ（ＶＡＴ抜き）になると述べた。

また，同大臣は，ヘムス自動車道路は２０２３

年にヴェリコ・タルノヴォに到達しなければなら

ないと述べた。現在，ソフィアとヴァルナを結ぶ

４２０ｋｍのヘムス自動車道路のうち，運行され

ているのは１７０ｋｍのみであり，最近，政府は，

ボアザ・ジャンクションとヘムス・インターセク

ション（ルセ＝ヴェリコ・タルノヴォ自動車道路

に連結）を結ぶ１３４ｋｍの延長道路の建設経費

として，１３．５億レヴァをアフトマギストラリ

社に拠出した。

さらに，同大臣は，ルセ＝ヴェリコ・タルノヴ

ォ道路及びシプカ山を通過する自動車用トンネル

の運営をコンセッション入札にかけるという構想

があり，現在，これらの計画につき交渉が行われ

ていると強調した。道路インフラ庁は，主要な道

路の建設に関する包括的プログラムを２０１９年

３月末までに準備するという。




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◆ブルガリア国営鉄道が旅客サービス向上の

ため７１百万レヴァを投資 

ブルガリア国営鉄道（ＢＤＺ）は，５日，旅客

サービス向上のために７２百万レヴァを投資する

と発表。そのうちの６５百万レヴァは車両の更新

に充てられるという。

ＢＤＺ旅客サービス社の２０１８年の収入は総

額２３６．４百万レヴァで，そのうち５１百万レ

ヴァが販売からの収益，１７５百万レヴァが政府

からの補助金であったという。結果として，２０

１８年には過去６年間で初めて約１００万レヴァ

の純利益を計上する見込みの由。



◆道路庁が北部自動車道路の整備に７，００

０百万レヴァを拠出 

１４日にルセで開催された会議で，テルジスキ

道路庁長官は，ブルガリア北部の一連の自動車道

路整備計画に今後数年間で７，０００百万レヴァ

を拠出すると表明した。同資金は，ヘムス自動車

道路，ルセ＝ヴェリコ・タルノヴォ自動車道路，

ガブロヴォ環状道路及びシプカ峠トンネルに充当

されるという。

ヘムス道路については，昨年末，政府は１，７

００百万レヴァを建設に割り当てた。また，ルセ

＝ヴェリコ・タルノヴォ道路については，法的手

続が中断しているため建設が遅れており，最初の

区画の工事が実際に開始されるのは２０２０年末

か２０２１年始めになると見られている。シプカ

峠トンネル建設プロジェクトについては，コンセ

ッション入札もしくは官民パートナーシップによ

るか，国の予算によるかの２つのオプションが検

討されているが，中国企業が同プロジェクトに関

心を有していると言われる。



◆コンセッション法の改正を議会が承認 

１４日，国民議会は，コンセッション法改正案

の最終案を承認した。同改正は，ソフィア空港の

コンセッション入札手続をより魅力的なものとす

ることを目的とし，世界銀行の助言にも沿った内

容になっているという。主な改正点は，コンセッ

ション対象である資産の価値が５．１８６百万ユ

ーロ以上である場合には，生じた紛争を仲裁手続

を通じて解決することができるという点，及び，

入札に参加する企業がコンソーシアムを組んでい

る場合の参加企業の連帯責任に関する条件である

という



◆運輸相が４０００百万レヴァの鉄道プロジ

ェクトを独・墺ビジネス界にＰＲ 

１８日，ジェリャスコフ運輸相は，独ブルガリ

ア商工会議所及びオーストリア貿易代表部の代表

との会合で，ブルガリアの戦略的輸送プロジェク

トについて紹介し，鉄道セクターにおける２０２

１年以降のすべての戦略的プロジェクトの完成に

は約４０００百万レヴァを要すると述べた。これ

らのプロジェクトには，セルビア及び北マケドニ

アとの鉄道の連結，ヴィディン＝メドコヴェツ間

鉄道路線，カルノバト＝シンデル間鉄道路線など

が含まれるという。

また，ルセ＝ヴェリコ・タルノヴォ間自動車道

路，カロチナ自動車道路，ヴィディン＝モンタナ

＝ヴラッツァ間高速自動車道路，メズドラ＝ボテ

フグラド間高速自動車道路の４つの自動車道路プ

ロジェクトは，総額３６０５百万レヴァに相当す

ると紹介。



◆国営鉄道が車両の修繕・新規購入を計画 

２０日，ブルガリア国営鉄道（ＢＤＺ）ホール

ディング社長は，国民議会の運輸委員会において，

同ホールディングの財政は安定化したが，１日当

たり１５本の列車及び４０両から５０両の車両が

依然として不足しているとし，この状況を改善す

るため，車両修繕のための公共調達の入札が現在

準備されていると説明した。旅客車両の修繕には

６４百万レヴァが投じられるという。

また，同日，ＢＤＺは，新規車両の購入計画の

再開に関する検討のため，専門家及び関係者を招

いて会合をもったという。




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◆プロヴディフ＝ブルガス間の鉄道路線の高

架線建設の入札を公示 

国営の鉄道インフラストラクチャー社は，プロ

ヴディフ＝ブルガス間鉄道路線の高架線１０本の

建設に関する入札を公示した。入札期限は４月１

９日まで。予定価格は２４．１４百万レヴァ。同

建設計画は，プロヴディフ＝ブルガス間鉄道路線

の近代化事業（総予算額は８００百万レヴァ超）

の一環と位置づけられている。



◆２０１８年の主要３空港の旅客者数は９．

２％増 

２２日，ブルガリア航空協会は，主要３空港（ソ

フィア，ヴァルナ，ブルガス）を経由した空路の

旅客者数が２０１８年に９．２％増加し，１２百

万人となったことは良好な兆しであると発表した。

空港別では，ソフィア空港が６．７％増（７百万

人），ブルガス空港及びヴァルナ空港で計１２．

６％増（５百万人）。



（３）ＩＴ

◆ブルガリアの若手ＩＴ専門家が在米ブルガ

リアＩＴ企業とＥＵプログラムで交流 

１４日付報道によれば，米国訪問中のゲオルギ

エフ外務副大臣は，米国にあるブルガリアのハイ

テク企業の代表者との会合の中で，ＥＵのＡＬＥ

ＣＯプログラムを利用した学生及び若手企業家の

交流に同意した。米国のナノテク及びロボティク

ス分野で働くブルガリア人は，欧州の学生，専門

家及び企業家との交流を歓迎した。

欧州の学生及び若手企業家は，ＡＬＥＣＯプロ

グラムに参加することにより，外国でのインター

ンシップに申請することができる。同外務副大臣

は，このプログラム利用を奨励し，在外ブルガリ

ア人が所有する企業の業績を促進することを約束

した。

米国ボストンに拠点を置く企業の一つは，ブル

ガリアのプロヴディフに製造施設を有しており，

イラク駐留米軍のための地雷除去ロボットの製造

等の重要プロジェクトに長年携わってきたという。

◆世銀のアウトソーシングＩＴセンター建設

計画を政府が支持 

１４日付報道によれば，１３日，閣僚評議会は，

海外の金融機関の社内業務及びＩＴオペレーショ

ンを請け負う技術ユニットとなるアウトソーシン

グセンターをソフィアに建設するという世界銀行

の計画を支持した。今後，財相が世銀との調整等

を担当することになる。

プロジェクトの第一段階は，２０１９年７月に

開始され，今後５年間を視野に，総勢２７５人に

よる体制に拡大するという。



◆競争保護委員会がブルガリアの大実業家に

よるＮＯＶＡ ＴＶの取得を承認 

２３日付当地各紙は，アドヴァンス・メディア・

グループ社（ＡＭＧ）によるスウェーデンのＭＴ

Ｇ社からのＮＯＶＡブロードキャスティング・グ

ループ（ＮＢＧ，いわゆるＮＯＶＡＴＶ）の買

収を承認した。ＡＭＧは，ドムスチェフ兄弟が所

有するホールディング企業の一部。「２４チャー

サ」紙によれば，買収総額は１８５百万ユーロ。

さらに，競争保護委員会は，ＡＭＧがＮＢＧの

一連の子会社の間接的支配権も取得することにな

ると述べたという。



（４）農業，食品

◆中国でモムチロフツィ村のヨーグルトをＰ

Ｒ 

２１日付報道によれば，モムチロフツィ村のス

ルコヴァ村長は，３月２６日に北京で開催される

フォーラム「モムチロフツィの魅力とロドピ山脈」

を通じて，村のヨーグルトを中国で有名にするた

めの新たな一歩が踏み出されると述べた。モムチ

ロフツィのヨーグルト製造者が製品の広報に大き

な資金を投入したことにより，中国ではモムチロ

フツィが長寿の村として著名になっているという。

同フォーラムは，モムチロフツィ村役場により実

施される。




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（５）医療

◆科学アカデミー准教授が大麻草の抽出物の

抗腫瘍効果について発表 

２２日，ブルガリア科学アカデミー所属のウグ

リノヴァ准教授は，大麻草の抽出物カンナビジオ

ールが生体外実験の過程で強力な抗腫瘍効果を示

したと発表した。同准教授は，分子生物学研究所

の所長を務める。

同准教授の研究チームは，乳腺，肺，子宮頸管

の腫瘍細胞をカンナビジオールで治療したところ，

それは腫瘍細胞に対する毒として作用したという。

同准教授は，今後，臨床実験を経て，治療薬の開

発につなげたいとしている。



３．その他

◆「１６＋１」グローバル・センター設立に

関する中国とのＭＯＵ案を政府が承認 

１３日，閣僚評議会は，「１６＋１」の枠内にお

ける中東欧諸国と中国のためのグローバル・パー

トナーシップ・センター（ＧＰＣ）の設立の促進

に関するＭＯＵ案を承認した。

センター創設の第一段階は，ＭＯＵへの署名で

あり，その後，署名当事者はＧＰＣのソフィアへ

の設立を支援することになる。

同センターの主な役割には，以下が含まれると

いう。

・「１６＋１」メンバー国間の持続的な経済協力に

資する調査。

・「１６＋１」メンバー国による中国，中東欧諸国

及びＥＵの法令の理解の支援。

・中東欧諸国及び中国の研究機関，商業・ビジネ

ス団体及び企業の間のビジネス・コンタクトや情

報交換を促進するためのネットワーキング。



◆ブルガリア製カメラが宇宙船で月へ 

２３日付ＢＴＡ通信によれば，ペトコ・ディネ

フ氏は，同氏が主任エンジニアとして開発したカ

メラが搭載されたイスラエルの宇宙船「ベシート」

が，２月２１日に米国企業スペースＸ社によりフ

ロリダから発射され，まもなく月の軌道に乗ると

同通信に語った。このカメラは，摂氏－４０～－

８０度の温度，強い振動，地球の１００倍の加速

度にも耐えるもので，完成に４年間を要したとい

う。同氏によれば，「ベレシート」は４月４日に月

の軌道に乗り，４月１１日に月面に着陸する。

ＢＴＡ通信によれば，フロリダのケープ・カナ

ヴェラル発射台から打ち上げられた宇宙船のすべ

てに，ディネフ氏の会社が製作したカメラが搭載

されており，また，５００機以上の人工衛星にも

同氏が開発したカメラが搭載されているという。



◆ホテル業界の２０１８年の売上高は８．

５％増 

２６日付国家統計局の発表によれば，ブルガリ

アのホテルの２０１８年の売上高は１４．４５億

レヴァ超となり，前年比で８．５％増加した。増

収に貢献したのは，外国人客の宿泊からの売上で，

総額は１０億レヴァ以上，前年比で９．１７％増

加。自国民の宿泊からの売上は約３．７億レヴァ，

前年比で６．８％増。宿泊日数の増加率に比し，

ホテル収益の増加率が高いことからは，宿泊料の

値上げも影響したことがうかがえる。

ブルガリアでの宿泊客数が最も増加したのはキ

プロスからの宿泊客で，４２％増（計１１，４０

０人），続いてマルタ，クロアチアだという。逆に，

ロシアからの宿泊客は１９．７％減少，オランダ，

デンマークからの宿泊客も７％以上減少した由。



◆欧州議会：サマータイム制の２０２１年廃

止を採択 

２７日付「２４チャーサ」紙は，２６日に開催

された欧州議会がサマータイム制度の廃止を採択

したと報じた，これにより，ＥＵの全加盟国は，

２０２１年に夏冬時間の調整を停止することにな

る。夏時間にするか，冬時間にするかは，加盟国

ごとに選ぶことができるという。



◆ポスト／ユーロ銀行がピレウス銀行を買収 

２８日，中央銀行理事会は，ポスト銀行／ユー

ロ銀行ブルガリアによるピレウス銀行の株式９９．
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９８１９％の買収を仮承認した。買収価格は７５

百万ユーロになるという。今後，ピレウス銀行は

ユーロ銀行ブルガリアの子会社となり，ポスト銀

行／ユーロ銀行はクレジット・ポートフォリオの

規模で国内第３位の銀行となる。
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ブルガリア内政・外交の動き(３月) 

  在ブルガリア大使館 

  

 

１（金） ★ストルテンベルクＮＡＴＯ事務総長のブルガリア訪問 

２（土）  

３（日）  

４（月） ★メドベージェフ露首相のブルガリア訪問（－５日） 

５（火） 

６（水）  

７（木）  

８（金）  

９（土）  

10（日）  

11（月） ☆ラデフ大統領のスロベニア訪問 

12（火）  

13（水） ☆ボリソフ首相のアゼルバイジャン訪問（－１４日） 

14（木）  

15（金）  

16（土）  

17（日）  

18（月）  

19（火）  

20（水） ●中央選挙委員会新委員の選出・任命 

21（木） ☆ザハリエヴァ副首相兼外相の訪日（－２５日） 

22（金）  

23（土）  

24（日）  

25（月） ☆ラデフ大統領のエジプト訪問（－２７日） 

26（火）  

27（水）  

28（木）  

29（金） ☆ボリソフ首相のバルカン４か国首脳会合出席（於：ブカレスト） 

☆ブルガリア・ルーマニア政務協議の開催（於：ブカレスト） 

★バシール・レバノン外相のブルガリア訪問 

30（土）  

31（日）  
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ブルガリア経済指標の推移（出典：国家統計局，中央銀行，財務省（日本）貿易統計） 
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ブルガリア主要経済指標 （出典：中央銀行） 

 

 

 


